
人 事 行 政 の 運 営 等 の 公 表 
 

 

市の人事行政の公平性・透明性を高めるため、「館林市人事行政の運営等の状況の公表に関する 

条例」に基づき、令和６年度における職員の任免、給与、勤務条件などの状況をお知らせします。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）採用試験の実施状況 

 ＊試験内容  

募 集 枠 試験の方法 

大学卒程度 

事務員 
教養試験、適性検査、作文、個別面接試験 

大学卒程度 

技術員（土木他） 
適性検査、作文、個別面接試験 

保健師 

高校卒・短大卒程度 

事務員 
教養試験、適性検査、作文、個別面接試験 

障がい者 

高校卒・短大卒程度 

技術員（土木他） 
適性検査、作文、個別面接試験 

保育士・幼稚園教諭 適性検査、実務試験、作文、個別面接試験 

社会人経験者 

事務員 
書類選考、教養試験、適性検査、作文試験、個別面接試験 

社会人経験者 

技術員（土木他） 
書類選考、適性検査、作文試験、個別面接試験 

社会人経験者 

保育士・幼稚園教諭 
書類選考、適性検査、実務試験、作文試験、個別面接試験 

 

 

 

 

 



＊試験結果                          （令和７年４月１日付採用） 

※ 10 月 1 日採用は、令和６年度中の採用 

 

 

 

 区 分 募集職種 応募者数 
一次試験 

合格者 

二次試験 

合格者 

三次試験 

合格者 

最終試験 

合格者 
採用者 

大学卒程度 

(6 月募集) 

事務員 98 人 58 人 36 人 － 22 人 11 人 

技術員(土木) 2 人 2 人 1 人 － 0 人 0 人 

技術員(電気) 

技術員(建築) 0 人 － － － － 0 人 

高校卒程度 

(8 月募集) 

事務員 9 人 7 人 4 人 － 4 人 2 人 

技術員(土木) 

技術員(建築) 0 人 － － － － 0 人 

技術員(電気) 1 人 1 人 1 人 － 1 人 0 人 

短大卒程度 

(8 月募集) 

事務員 15 人 13 人 8 人 － 7 人 2 人 

技術員(土木) 

技術員(電気) 

技術員(建築) 
0 人 － － － － 0 人 

保健師（6 月募集） 9 人 8 人 4 人 － 3 人 3 人 

保育士・幼稚園教諭(6月募集) 13 人 13 人 9 人 － 6 人 6 人 

障がい者（8 月募集） 4 人 4 人 0 人 － － 0 人 

社会人 

経験者 

(8 月募集) 

事務員 13 人 7 人 6 人 5 人 3 人 2 人 

技術員(土木) 

技術員(電気) 

技術員(建築) 
0 人 － － － － 0 人 

保育士・幼稚園教諭 4 人 4 人 4 人 3 人 2 人 2 人 

社会人 

経験者 

(キャリア

リターン) 

(2 月募集) 

事務員 1 人 1 人 － － 1 人 1 人 

技術員(土木) 

技術員(電気) 

技術員(建築) 
0 人 － － － － 0 人 

保育士・幼稚園教諭 0 人 － － － － 0 人 

大学卒程度 

（10月1日

採用） 

事務員 21 人 14 人 6 人 － 5 人 5 人 

技術員(土木) 

技術員(電気) 

技術員(建築) 
0 人 － － － － 0 人 

保育士・幼稚園教諭 0 人 － － － － 0 人 

社会人 

経験者 

（10月1日

採用） 

事務員 14 人 10 人 10 人 7 人 6 人 5 人 

技術員(土木) 

技術員(建築) 0 人 － － － － 0 人 

技術員(電気) 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 0 人 

保育士・教諭 0 人 － － － － 0 人 

合 計 205 人 143 人 90 人 16 人 61 人 39 人 



 

（２）職員の任用状況 

＊昇任の状況              （令和６年４月１日付） 

職  名 部  長 
参  事 

（課長兼務） 
課  長 

主  幹 

（係長兼務） 

昇任者数 4 人 1 人 9 人 4 人 

職  名 係  長 係長代理 主  任 
主  事 

技  師 

昇任者数 16 人 20 人 13 人 12 人 

職  名 
保育園長 

幼稚園長 

保 育 士 

教  諭 

（４級） 

保 育 士 

教  諭 

（３級） 

保 育 士 

教  諭 

（２級） 

昇任者数 0 人 2 人 3 人 4 人 

 

（３）再任用職員の在職状況（令和７年４月１日付） 

合計 

23 人 

  

 

（４）任期付職員制度の実施状況 

任期を定めた職員の採用制度は、行政の高度化、多様化などが進む中で、これらの変化に的確に

対応するために、専門的な知識・経験を有する人材等を一時的・限定的な業務に任期を定めて採用

する制度です。 

本市では、任期付職員法の規定に基づき、一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例を平成１５年４月１日から施行していますが、これまでに、この条例による採用実績はありませ

ん。 

 

（５）職員の離職状況                  （令和６年度中退職者） 

退職区分 定年退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 死亡退職 

退職者数 6 人 24 人 0 人 0 人 0 人 

※ 普通退職２４人のうち６０歳以上の職員が３名、再任用任期終了が２名、派遣終了が３名おり 

ました。 

 



 

（６）職員の在職状況                      （令和６年４月１日現在） 

区    分 20 歳未満 20～23 歳 24～27 歳 28～31 歳 32～35 歳 36～39 歳 40～43 歳 

一般行政職 ０人 １８人 ２８人 ３８人 ５５人 ５１人 ６２人 

税務職 ０人 ６人 ８人 ４人 ２人 ３人 ４人 

薬剤師・医療技術職 ０人 ０人 ０人 ３人 ０人 １人 ０人 

看護・保健職 ０人 ４人 ３人 １人 ２人 ２人 １人 

福祉職 ０人 ５人 ６人 ６人  ７人 ９人  ７人 

技能労務職 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

教育職（幼稚園） ０人 １人 ２人 １人 ２人 ２人 ５人 

教育職（その他） ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ２人 

年齢階層別合計 ０人 ３４人 ４７人 ５３人 ６８人 ６８人 ８１人 

 

区    分 44～47 歳 48～51 歳 52～55 歳 56～59 歳 60 歳以上 職種別合計 

一般行政職 ４３人 ３７人 ５６人 ３３人 ８人 ４２９人 

税務職 ３人 ５人 ３人 ３人 ０人 ４１人 

薬剤師・医療技術職 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ４人 

看護・保健職 ５人 ３人 ０人 １人 ０人 ２２人 

福祉職  ６人 ９人  ４人 １１人 ２人 ７２人 

技能労務職 １人 ２人  ２人 ５人 ０人 １０人 

教育職（幼稚園） ２人 ２人 ２人 ２人 ０人 ２１人 

教育職（その他） ３人 ２人 ２人 ０人 ０人 ９人 

年齢階層別合計 ６３人 ６０人 ６９人 ５５人 １０人 ６０８人 

 ※ 職員数は、地方公務員の身分を有する休職者を含み、一部事務組合への派遣職員、 

再任用短時間職員、臨時職員及び非常勤職員を除いています。 



（７）定員管理の状況 

本市においては、限られた人員や財源のなかで類似した業務・目的を持つ部署等の整理を進め、

効率的かつ機能的な組織づくりを進めることが不可欠です。 

定員適正化計画（平成１５年度末策定）及び集中改革プラン（平成１８年２月策定）により、平

成１６年４月１日現在における実配置上の職員数６８５人から平成２３年４月１日現在における職

員数６３５人まで、５０人の人員を削減しています。 

令和４年度からは、令和４年３月に策定した館林市第三次職員定員適正化方針に基づき、職員数

の目標値６４５人の確保に向けて努めていきます。 

 

  ＊部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

部   門 令和４年 令和５年 令和６年 令和５年から令和６年の主な増減理由 

 
 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会    ６人    ６人    ６人  

総務企画 １１５人 １１８人 １１９人 業務の増加 

税  務 ４０人 ３９人 ３９人  

民  生 １３５人 １３５人 １２６人 保育園廃園（認定こども園化）、欠員不補充 

衛  生 ５１人 ４６人 ４２人 係廃止 

労  働    ２人    ２人    ２人  

農林水産 ２１人 ２１人 ２１人  

商  工 １８人 １８人 １８人  

土  木 ７２人 ７２人 ７０人 役職廃止、欠員不補充 

小  計 ４６０人 ４５７人 ４４３人 ▲１４人 

特別行 

政部門 

教  育 １１４人 １１７人 １２５人 業務の増加、開園（認定こども園化）、増員 

小  計 １１４人 １１７人 １２５人 ＋８人 

普通会計 計 ５７４人 ５７４人 ５６８人 ▲６人 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

水  道 ０人 ０人 ０人  

下 水 道 １１人 １１人 １０人 欠員不補充 

そ の 他 ３３人 ３０人 ３０人  

小  計 ４４人 ４１人 ４０人 ▲１人 

合    計 ６１８人 ６１５人 ６０８人 ▲７人 

 ※ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者を含み、一部 

事務組合への派遣職員、再任用短時間職員、会計年度任用職員を除いています。 

 



２ 職員の人事評価の状況 

 ◇人事評価の実施状況 

人事評価を行う目的としては、市民の満足度向上のため、本市職員の目指すべき職員像を明確にす

ると共に、各人の達成度合いを明らかにし、さらなる活躍と成長を目的とします。 

具体的には、①組織力の維持強化、②個々人の能力向上、③職員の意識改革の効果を得ることを目

的とします。 

〔実施方法］ 

【能力評価】及び【業績評価】の２つの評価を用います。 

 

 人事評価の時期 

  

 

 

 

能力評価：能力評価の評価期間は前年の１０月１日から９月３０日までとします。  

業績評価：業績評価の評価期間はその年度の４月から９月を前期、１０月から３月を後期として年

２回評価を行います。 

 

評価者と被評価者の区分 

             評価者 

被評価者 
1次評価者 2次評価者 調整者 

一般職員（主事補・主事・主任・主査・

係長代理）及び技能労務職員 
主幹又は係長 参事又は課長 部長 

監督者（係長・主幹） 参事又は課長         部長 

管理者（課長・参事） 部長         副市長 

管理者（部長） 副市長                 

 

 

１０/１～後期         ３/３１ ４/１～前期         ９/３０ 

新年度⇒ 

能力評価 

業績評価 



３ 職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（令和６年度普通会計決算見込） 

住民基本台帳人口 

（R7.4.1 現在） 
歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ） 

73,335 人 32,445,062 千円 5,522,769 千円 17.0％ 

 

（２）職員給与費の状況（令和６年度一般会計当初予算） 

職員数 

（Ａ） 

給       与       費 １人当たりの 

給与費(B/A) 給 料 職員手当 期末勤勉手当 計（Ｂ） 

  人 

594 

千円 

2,198,317 

千円 

324,096 

千円 

863,591 

千円 

3,386,004 

千円 

5,700 

    ※ 職員手当には、退職手当は含みません。 

 

 

（３）職員の初任給の状況  （令和６年４月１日現在） 

区 分 
一 般 行 政 職 

大 学 卒 高 校 卒 

館林市 196,200 円 166,600 円 

 国 196,200 円 166,600 円 

 

 

 （４）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 （令和６年４月１日現在） 

区    分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

一般行政職 
館林市 41.7 歳 307,800 円 371,989 円 338,509 円 

  国  42.1 歳 323,823 円    － 405,378 円 

技能労務職 
館林市  54.9 歳 338,230 円 414,498 円 351,315 円 

  国  51.2 歳 288,144 円     －  330,553 円 

  ※ 給与月額は、給料月額に扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したもの 

   です。「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当など 

   を除いたもの）で算出した場合の金額です。



 （５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（一般行政職）（令和６年４月１日現在） 

  経験年数 

学歴別 

5 年未満 5 年以上 

10 年未満 

10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

大 学 卒 207,005 円 242,127 円 270,404 円 307,355 円 

短 大 卒 186,733 円 － 248,000 円 280,300 円 

高 校 卒 181,100 円 216,400 円 262,300 円 283,650 円 

中 学 卒 － － －    － 

全学歴平均 204,386 円 240,698 円 269,708 円 306,400 円 

 

  経験年数 

学歴別 

20 年以上 

25 年未満 

25 年以上 

30 年未満 

30 年以上 

35 年未満 

35 年以上 

大 学 卒 345,284 円 376,166 円 397,550 円 424,888 円 

短 大 卒 329,950 円 340,400 円 369,106 円 410,533 円 

高 校 卒 － 329,600 円 376,900 円 331,900 円 

中 学 卒 － － － － 

全学歴平均 344,694 円 371,503 円 390,048 円 386,333 円 

 

 （６）職員の経験年齢別、学歴別平均給料月額の状況（技能労務職）（令和６年４月１日現在） 

  経験年数 

学歴別 

5 年未満 5 年以上 

10 年未満 

10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

大 学 卒 － － － － 

短 大 卒 － － － － 

高 校 卒 － － －    － 

中 学 卒 － － － － 

全学歴平均 － － －    － 

 

  経験年数 

学歴別 

20 年以上 

25 年未満 

25 年以上 

30 年未満 

30 年以上 

35 年未満 

35 年以上 

大 学 卒 － － － － 

短 大 卒 － － － － 

高 校 卒    － 332,100 円 338,771 円 340,500 円 

中 学 卒    －    － 338,300 円 － 

全学歴平均      － 332,100 円 338,713 円 340,500 円 

 

 

 



 （７）職員手当の状況 

  ◇期末・勤勉手当               （令和６年４月１日現在） 

区       分 
支  給  割  合 

期   末 勤   勉 

 

 

期末・勤勉 

手当 

 

 

6 月期 
1.225 月分 1.025 月分 

（1.025 月分） （1.225 月分） 

12 月期 
1.225 月分 1.025 月分 

（1.025 月分） （1.225 月分） 

   計 
2.450 月分 2.050 月分 

（2.050 月分） （2.450 月分） 

※期末・勤勉手当の表中の（  ）内は、課長職以上の支給割合です。 

 

 ◇退職手当                   （令和６年４月１日現在） 

区       分 
支  給  割  合 

自己都合退職 勧奨・定年退職 

 

退職手当 

 

 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

 勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

 勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

 勤続 30 年 34.7355 月分 40.80375 月分 

 

  ◇扶養手当等                           （令和６年４月１日現在） 

  区 分 館   林   市 国 

扶養手当 

・配偶者、父母等                  6,500 円 

※８級（部長職）の場合              3,500 円 

・子                       10,000 円 

※16 歳から 22 歳までの子（加算）          5,000 円 

同 じ 

住居手当 

（借家の場合） 

・家賃月額  27,000 円以下 

     家賃から 16,000 円を除いた額を支給 

・家賃月額  27,000 円超 

     家賃から 27,000 円を除いた額の 2 分の 1 に 11,000 円を 

     加算した額を支給（ただし、最高支給限度額 28,000 円） 

同 じ 



通勤手当 

（自動車などの交通用具使用者の場合）【片道】 

  2 ㎞未満          0 円    2 ㎞以上 5 ㎞未満  2,000 円 

  5 ㎞以上 10 ㎞未満  4,200 円   10 ㎞以上 15 ㎞未満  7,100 円 

 15 ㎞以上 20 ㎞未満 10,000 円   20 ㎞以上 25 ㎞未満 12,900 円 

 25 ㎞以上 30 ㎞未満 15,800 円   30 ㎞以上 35 ㎞未満 18,700 円 

 35 ㎞以上 40 ㎞未満 21,600 円   40 ㎞以上 45 ㎞未満 24,400 円 

 45 ㎞以上 50 ㎞未満 26,200 円   50 ㎞以上 55 ㎞未満 28,000 円 

 55 ㎞以上 60 ㎞未満 29,800 円   60 ㎞以上      31,600 円 

 

（交通機関利用者の場合） 

  ６か月定期券等の価格による一括支給 

  ただし、最高支給限度額（１か月あたり）       55,000 円 

同 じ 

 

  ◇特殊勤務手当                                                         （令和６年度） 

特殊勤務 

手当 

職員全体に占める手当支給職員の割合 14.80％ 

支給対象職員１人当たりの平均支給年額 16,097 円 

手当の種類 13 種類 

 

支給額の多い手当 汚泥などの処理作業 

生活保護業務 

多くの職員に支給されている手当 市税の賦課及び徴収業務 

 

 （８）一般行政職の級別職員数の状況 

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 

 計 
主な職名 

主事補 

技師補 

主 事 

技 師 

主 査 

主 任 

係 長 

係長代理 
主 幹 課 長 参 事 部 長 

職員数 27 人  63 人 169 人 92 人 23 人 37 人 2 人 8 人 421 人 

構成比 6.4％ 14.9％ 40.1％ 21.9％ 5.5％ 8.8％ 0.5％ 1.9％ 100％ 

   ※職員数に再任用職員は含みません 

 

 

 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

  ◇勤務時間 

１ 週 間 の 

勤 務 時 間 

１ 日 の 

勤 務 時 間 

勤 務 の 

開 始 時 間 

勤 務 の 

終 了 時 間 
休 憩 時 間 

38 時間 45 分 7 時間 45 分 8 時 30 分 17 時 15 分 
12 時 00 分から 

13 時 00 分まで 

 

  ◇年次有給休暇 

   年次有給休暇は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的として、 

労働基準法第３９条の規定に従って与えられる有給の就労義務免除の休息です。 

また、年次有給休暇は一年間に２０日間付与されますが、請求権発生後２年以内に権利を行使 

しなければ時効により消滅し、時効で消滅しない限り翌年に繰り越されます。 

  （年次有給休暇の取得状況） 

総取得日数 全対象職員数  平均取得日数 

6669.8 日 619 人 10.8 日 

   ※ 全対象職員数は、令和６年１月１日から同年１２月３１日まで在職した職員数（育児 

    休業・休職中の職員は除く）です。 

 

◇特別休暇 

  特別休暇は、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合として、条例・規則で 

 定めている休暇であり、年次休暇、病気休暇、介護休暇以外の総称です。 

 

特  別  休  暇  の  種  類 取得人数 延べ日数 

選挙等の公民権の行使のための休暇    －    － 

証人、参考人等による裁判所等への出頭のための休暇    －    － 

骨髄液の提供・登録のための休暇    －    － 

ボランティア活動のための休暇    －    － 

不妊治療のための休暇   1 人   1 日 

職員の結婚休暇   16 人 57 日 

職員の出産（産前産後休暇）   11 人 920 日 

生後１年未満の子の養育のための休暇    －    － 

職員の妻の出産   10 人 25.6 日 

職員の妻の出産前後の際の子の養育のための休暇    7 人   31 日 

女性の生理休暇    3 人 15.4 日 

交通機関の混雑に対する妊婦の健康維持のための休暇    －    － 

妊婦検診のための休暇 －    － 



未就学児童の看護のための休暇   41 人 183.7 日 

要介護者の介護のための休暇   4 人    19.7 日 

忌引 77 人 188 日 

１５年以内に行われる父母の追悼行事のための休暇    －    － 

夏季における盆等の諸行事への参加、心身の健康維持及び増進のための休暇 556 人 1,645 日 

天災による住居の滅失又は損壊による休暇    －    － 

天災・事故等により出勤が困難な場合の休暇（※） － － 

天災・事故等による退勤途上の危機回避による休暇    －    － 

 

  ◇介護休暇 

   配偶者・父母・子などの親族の負傷・疾病・老齢により、２週間以上にわたり日常生活を営むのに 

  支障があるものを介護する場合に取得できる休暇です。 

 

   ※令和６年度は、介護休暇を取得した職員は０名でした。 

 

  ◇病気休暇 

   病気休暇は、職員が負傷又は疾病のために療養する必要があり、その勤務をしないことがやむを得 

  ないと認められる場合に、原則として９０日を超えない範囲において、医師の証明書等に基づき任命 

  権者が必要と認める期間を与えるものです。 

  （病気休暇の取得状況） 

取得者数 

        取  得  日  数  別  内  訳 

15 日以下 
15 日超 

30 日以下 

30 日超 

45 日以下 

45 日超 

60 日以下 

60 日超 

75 日以下 

75 日超 

90 日以下 
90 日超 

47 人 16 人 7 人 1 人 3 人    3 人  17 人 

    3 人             3 人 

50 人 16 人 7 人 1 人   3 人 0 人 3 人  20 人 

  ※ 上段は、令和６年度新規取得者数、下段は前年度から引き続き取得している職員の数です。 

 

５ 職員の休業に関する状況 

  ◇育児休業及び部分休業 

   育児休業は、３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に達するまでの期間内で職務に従事 

  しないことを可能にする制度です。 

   部分休業は、小学校就学前の子を養育するため、子が小学校に就学するまでの期間内で１日の 

  勤務時間の一部（上限２時間）について職務に従事しないことを可能にする制度です。 



  （育児休業の取得状況） 

区分 取得者数 

        取  得  期  間  別  内  訳 

6 月以下 
6 月超 

1 年以下 

1 年超 1 年 

6 月以下 

1 年 6 月超 

2 年以下 

2 年超 2 年 

6 月以下 

2 年 6 月超 

3 年以下 

男 性 
  4 人    4 人      

  0 人       

女 性 
9 人        1 人    4 人   4 人       

17 人    3 人    1 人    5 人   3 人    4 人   1 人 

 計   30 人 7 人    2 人    9 人 7 人    4 人   1 人 

  （部分休業の取得状況） 

区分 取得者数 

        取  得  期  間  別  内  訳 

6 月以下 
6 月超 

1 年以下 

1 年超 1 年 

6 月以下 

1 年 6 月超 

2 年以下 

2 年超 2 年 

6 月以下 
2 年 6 月超 

男 性 
  0 人       

  0 人       

女 性 
  5 人 1 人              4 人 

 22 人    1 人    2 人                 19 人 

 計  27 人 2 人    2 人    0 人 0 人    0 人  23 人 

  ※ 上段は、令和６年度新規取得者数、下段は前年度から引き続き取得している職員の数です。 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 ◇分限処分 

   分限処分は、公務能率の維持やその適正な運営の確保の目的から、勤務実績不良、心身の故障 

  等のため職責を十分に果たせない場合などに行う不利益処分で、免職、休職、降任、降給の４種 

  類があります。 

処分の種類 処  分  の  事  由 件 数 

休  職 地方公務員法第２８条第２項第１号 21 件 

 

◇懲戒処分 

懲戒処分は、職務上の義務違反や公務員としてふさわしくない非行がある場合に、公務におけ 

る規律と秩序の維持を目的として行われる不利益処分で、免職、停職、減給、戒告の４種類があ 

ります。ただし、非行の内容、程度、その他の事情等を総合的に判断し懲戒処分とするには至ら 

ない場合には、文書や口頭により注意を与えることがあります。 

処分の種類 処  分  の  事  由 件 数 

戒  告 地方公務員法第２９条第１項第３号 1 件 

 



７ 職員の服務の状況 

 ◇地方公務員の服務規律の概要 

   全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力を挙げて職務の遂行に専念する

ことが、職員の服務の根本基準と定められています。 

 

   （地方公務員法に定められている職員の義務） 

条 文 事        項 区      分 

第３１条 服務の宣誓 身分上 

第３２条 法令等及び上司の命令に従う義務 職務遂行上 

第３３条 信用失墜行為の禁止 身分上 

第３４条 秘密を守る義務 身分上 

第３５条 職務に専念する義務 職務遂行上 

第３６条 政治的行為の制限 身分上 

第３７条 争議行為等の禁止 身分上 

第３８条 営利企業等の従事制限 身分上 

 

 

 ◇営利企業等の従事の状況 

  ・令和６年度の許可件数  ８件 

  ・従事時間        勤務時間外 

 

 

◇職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況 

  （主な免除事由） 

   ・各種研修会への参加 

   ・各種健康診断等の受診 

   ・地方公務員法第４２条に基づいて実施される厚生事業への参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 職員の退職管理の状況 

 ◇退職管理の状況 

地方公務員法の一部改正（平成２８年４月１日施行）により、本市においては「館林市職員の退職管理

に関する条例」を制定しました。これに伴い、再就職者による依頼等の規制や再就職情報の任命権者への

届出などを徹底し、職員の退職管理の適正化を図っていきます。 

○令和６年度末における退職者の再就職等の状況 

 

 

 

 

 

９ 職員の研修の状況 

◇研修の実施状況 

職員の公務執行能力の向上と人材育成のため、職務の階層に応じて行う階層別研修・専門研修のほか、 

  派遣研修などを計画的に実施したほか、通信研修などの自己啓発活動を支援しました。 

（階層別・専門研修） 

研 修 名 期間 場所 内   容 対 象 者 総人数 

第１部新採用職員 

（前期）研修 
4日 

市役所 

研修室 

公務員倫理・服務規律・ 

接遇他 
新採用職員 22人 

第１部新採用職員 

（後期）研修 
3日 

市役所 

研修室 

地方公務員制度・ 

メンタルヘルスケア他 

新採用職員 

（R6.10月採用含む） 
32人 

第１部２年目職員 

研修 
2日 

市役所 

研修室 

税のしくみ・地方自治制

度・人権学習他 
入庁２年目職員 13人 

第２部主事・技師 

研修Ⅰ 
2日 

市役所 

研修室 

メンター研修・公用文の作

成・接遇他 
主事・技師昇任者等 16人 

第３部主任研修Ⅰ 6日 
市役所 

研修室 

政策形成・ 

プレゼンテーション 
主任昇任者等 13人 

第４部監督者研修Ⅰ 3日 
市役所 

研修室 

人事評価・マネジメント 

メンタルヘルスケア他 
係長昇任者等  16人 

第５部管理者研修Ⅰ 2日 
市役所 

研修室他 

管理者の役割とマネジメン

ト・議会対応研修 
課長昇任者等 9人 

ハラスメント防止研

修 
延3日 

市役所 

501会議室 
ハラスメント対策 係長以上の職員 114人 

メンタルヘルス研修 

（ラインケア研修） 
1日 

市役所 

研修室 
メンタルヘルス推進 部課長 42人 

職    名 人   数 

部   長   級 ０人 

参   事   級 ０人 

課   長   級       ０人 



メンタルヘルス研修 

（セルフケア研修） 
延6日 

市役所 

研修室他 
メンタルヘルス 

全職員（非常勤職員を

除く。） 
629人 

職員健康研修会 1日 
保健セン

ター 
健康増進 40歳以上女性の職員 39人 

安全衛生研修会 1日 
市役所 

401会議室 
メンタルヘルス 

主幹・係長・人事担当

者 
13人 

接遇研修 1日 
市役所 

研修室 
接遇 全職員（公募） 47人 

計 35日    1,005人 

 

（派遣研修） 

研 修 名 期間 場所 内   容 対 象 者 総人数 

群馬県市長会職員研

修 
4日 

前橋市議会

庁舎他 
政策形成 

主事・技師 

４年目職員（選抜） 
3人 

第２０回地域課題合

同職員研修 
4日 大泉町役場 政策形成 

主事・技師 

４年目職員等（選抜） 
4人 

東毛４市合同研修 2日 
みどり市役

所 
政策形成 

35歳～40歳程度の職

員（選抜） 
5人 

県市町村職員合同研

修 
― 

群馬県自治研

修センター他 

一般教養・専門実務・ 

政策課題 
全職員（公募） 20人 

各種専門機関 延20日 各研修機関 専門実務・政策課題 全職員（選抜・公募） 11人 

計 30日    43人 

合  計 65日    1,048人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ◇職員の健康の保持増進対策 

   〔健康診断及び疾病予防〕 

  種   類    受 診 者 数      内  容  等 

定期健康診断      444 人 
常勤職員（人間ドック受診者を除く）・ 

非常勤職員（社会保険加入） 



生活習慣病予防検診       66 人 

〔内訳〕 

胃がん検診 4 人、大腸がん検診 57 人、 

子宮がん検診 0 人、乳がん検診 5 人 

人間ドック      566 人 

〔内訳〕 

一泊二日ドック     1 人 

日帰りドック     536 人 

ＭＲＩドック      5 人 

脳ドック        24 人 

歯周疾患検診      95 人 唾液を検体とした歯周病検診 

感染症予防対策検査 

及び予防接種 

<Ｂ型肝炎ワクチン予防接種> 

抗原抗体検査   7 人 

ワクチン接種   7 人 

ワクチン接種後の抗体検査 

         5 人 

血液等に接触する可能性のある 

業務に従事する職員 

破傷風予防接種 

初回接種（3 回接種）  6 人 

追加接種       51 人 

 延 69 人 

受傷頻度の高い業務に従事する 

技能労務職員及び接種希望者 

（初回 3 回接種又は追加 1 回接種） 

産業医の健康面談 

及び職員相談 
50 人 

〔内訳〕 

健康面談         2 人 

長時間労働者面談    39 人 

職員相談         9 人 

メンタルヘルス相談 2 人 
精神保健指定医によるメンタルヘルス 

カウンセリング 

ストレスチェック      965 人 
集団分析及び医師による高ストレス者 

への面接指導実施 

血液検査       95 人 共済会員のうち検査希望者 

血管年齢測定会      211 人 共済会員のうち検査希望者 

 



 ◇労働安全衛生法に基づく安全衛生管理の状況 

  （館林市職員安全衛生管理規程に基づく、館林市衛生委員会の設置） 

    統括管理者 １人（総務部長）、衛生管理者 ２人（保健師）、産業医 １人、 

    衛生に関し経験を有するもの ７人、職員推薦委員 １１人   合計 ２２人 

  （産業医） 

氏  名 所   属   等 

眞 中 千 明 真愛ウィメンズクリニック 

    ※ 産業医が実施した職場巡視の状況 

     ・実施場所  館林市保健福祉センター 

 

 

 ◇災害補償の実施状況 

    公務災害補償制度は、職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その災害 

   によって生じた損害の補てんと職員・遺族の援護を図るために必要な事業を行うことを目的 

   とした制度です。 

   ※ 公務災害の認定件数 

     ・公務災害  ３件 

     ・通勤災害  ０件 

 

 

◇互助会に対する助成の状況 

   互助会組織である館林市職員共済会は、職員の相互救済及び福利厚生を図ることを目的と 

  して、給付事業、助成事業などの共済事業のほか、職員の保健、元気回復などの厚生に関す 

   る事業を実施しています。 

  館林市職員共済会の運営費用は、共済事業については会員である職員の掛金、厚生に関す 

る事業については市からの交付金を主な財源としています。 

令和６年度の共済事業費決算額は 19,932,545 円、職員の掛金額は 20,623,915 円、厚生 

事業費決算額は 5,993,618 円、市からの交付金は 4,800,000 円であります。この交付金は、 

人間ドック利用助成金などに充てられており、会員１人あたりの公費負担額は 7,767 円であ 

ります。 

   



 

◇共済制度の概要 

  地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員及びそ 

 の家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的 

として設けられているものです。 

 群馬県市町村職員共済組合では、組合員である職員の掛金と地方公共団体の負担金を財源と 

して、その目的を達成するために、大きく分けて次の３つの事業を行っています。 

 

    ☆短期給付事業 ･･･ 組合員及びその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡、災害等の 

               保険事故が生じた場合、これらの事故に応じた需要を充たす給 

付を行っています。 

    ☆長期給付事業 ･･･ 組合員が一定期間勤務して退職又は死亡した時の年金給付等を 

               行っています。 

    ☆福 祉 事 業  ･･･ 組合員及びその被扶養者に対して、健康増進のための保健事業、 

貯金・貸付・物資供給事業を行っています。 

 

 

 

１１ 公平委員会の業務の状況 

 ◇勤務条件に関する措置の要求の状況 

   職員が、給与・勤務時間・その他の勤務条件について、地方公務員法第４６条の規定に基づき、

公平委員会に対して適切な措置がとられるべきことを要求することができる制度です。 

 

※令和６年度において、措置要求はありません。 

 

 

 ◇不利益処分に関する審査請求の状況 

   職員が、懲戒処分などその意に反する不利益な処分を受けた場合に、地方公務員法第４９条の 

  ２第１項の規定に基づき、公平委員会に対して審査請求を行うことができる制度です。 

 

  ※令和６年度において、審査請求はありません。 


